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特殊自動車における低炭素化促進事業 よくある質問と回答（Q＆A） 

【平成 26 年 4 月 1 日版】 

 
 
○補助制度について 
 
問 制度概要について教えてください。 

 
低炭素化・低公害化が遅れており、１台あたりの CO2 排出量が多いオフロード車につい

て、大幅な燃料消費量の削減が見込めるハイブリッドオフロード車等の普及を図ることに

より、環境対策、特に CO2 排出抑制に大きな効果が得られるものであります。 
そのため、本事業はハイブリッドオフロード車等を導入する際に、導入費用の一部補助

を行うことによって普及促進を図り、一層の CO2 及び大気汚染物質排出量の削減を図りま

す。 
なお、本補助事業では、 
①小切手、手形、割賦（リース会社の割賦を使う場合を含みます。）等による購入は補

助対象外となること。 
②自動車の「所有者」が申請すること（リースによる導入の場合は、自動車リース事

業者が申請すること）。 
③補助金を受けて購入した車両は、その耐用年数に渡って所有し、使用しなくては 
ならないこと。（やむを得ず途中で売却した場合は補助金相当額の返納等が必要とな

ります。） 
等が求められます。 
また、環境省のエコリース事業など、他の補助金等事業との併用はできません。 

 なお、税制優遇措置や（株）日本政策金融公庫の低利融資制度との併用は可能です。 
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○申請方法関係 
 
問 申請書の書き方がわからないのですが、どこに問い合わせれば良いでしょうか。 
 
まずは環境省ホームページに掲載されている交付要綱、実施要領、公募要領をご覧くだ

さい。 
 
問 申請先が環境省地方環境事務所となっていますが、環境省本省の近くに社屋があるた 
め、環境省本省に申請書を直接持ち込んでも良いでしょうか。 

 
環境省本省では、当該補助事業について申請受付等業務を行っておりません。補助対象

車を使用する事業所の所在地（使用場所が定まっていない場合は使用事業者の事業所の所

在地）を管轄する環境省地方環境事務所に郵送してください（郵送のみの取扱いとなりま

す。環境省本省及び地方環境事務所に御持参いただいても受理できませんので、あらかじ

め御了承ください。）。なお、郵送した旨を郵送先の地方環境事務所へ電話でご連絡くださ

い。 
 

問 どこの環境省地方環境事務所に申請すればよいのかわかりません。 
 
 補助対象車を使用する事業所の所在地（使用場所が定まっていない場合は使用事業者の

事業所の所在地）を管轄する環境省地方環境事務所に申請をしてください。なお、各地方

環境事務所の住所等及び管轄する都道府県については、公募要領をご覧ください。 
 
問 複数台申請の扱いについて教えてください。 
 
 同一事業者（申請者が自動車リース事業者にあっては同一使用予定事業者）による複数

台申請について、特に制限はございません。ただし、ハイブリッドオフロード車等の市場

拡大につながるよう、多種多様な事業者を補助対象とするため、公募の申請状況により、

内示の段階で申請台数を限定させていただくことがありますので、御了承ください。 
 
問 申請が予算額を超えた場合はどうなりますか。 
 
応募者より提出された事業計画書等をもとに、厳正に審査を行い、補助事業者を選定し

ます。なお、東日本大震災の特定被災区域※における復旧・復興支援に関連すると認められ

る場合、選定の際に配慮をいたします。 
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※ 「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律」（平成 23 年法律第 40 号）

の第２条第３項に規定。詳しくは公募要領の別表２をご覧ください。 
 
問 第１次公募で不採択となった場合、第２次公募に応募することは可能ですか。 
 
 可能です。審査は１次、２次、それぞれ別に行いますので、第１次公募で不採択となっ

た案件に関しましても第２次公募に応募することは可能です。ただし、応募書類も再度作

成していただき、提出する必要があります。 
 ※ 第２次公募の公募期間に関しましては、応募状況により変更する場合があります。 
 
問 CO2 削減効果はどのように算出したらよいでしょうか。 
 
 本事業では、導入した車両による CO2 の削減効果を、補助事業の実施年度及びその後の

3 年間について算出し、提出していただく必要があります。CO2 の削減効果は「地球温暖

化対策事業効果算定ガイドブック＜初版＞（平成 24 年 7 月環境省地球環境局）」（以下「ガ

イドブック」という。）を参考にしていただき、エクセルファイル（「ハード対策事業計算

ファイル」）を使用して算出します。ガイドブック及びハード対策事業計算ファイルは下記

のページからダウンロードすることができます。 

http://www.env.go.jp/earth/ondanka/biz_local.html 
 
 具体的な手順としましては、 
① 「調査票」シートの(2)新開発機器・システム情報の「新開発機器エネルギー種類」の右

にあるドロップダウンメニューから「軽油」を選択。 
② 「調査票」シートの(3)CO2 削減量算出方法の「削減原単位の計算方法」の右にあるド

ロップダウンメニューから「Ⅰ[想定削減率]」を選択。 
③ 「削減原単位」シートの「エネルギー消費量・供給量の設定」の「従来型システムのエ

ネルギー消費量」欄に通常型機種におけるエネルギー消費量を入力。 
＜エネルギー消費量の算出方法＞ 

  エネルギー消費量は下記の計算式から算出します。 
   エネルギー消費量＝想定される稼働時間（h）×燃料消費量（L/h） 
  また、燃料消費量は定格出力に応じて下記の値を使用して下さい。 
  ＜ショベル・ローダ＞ 
   D1（定格出力 19kW 以上、37kW 未満） ：7.2（L/h） 
   D4（定格出力 75kW 以上、130kW 未満） ：18.0（L/h） 
  ＜ブルドーザ＞ 
   D5（定格出力 130kW 以上、560kW 未満） ：27.0（L/h） 
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  ＜フォーク・リフト＞ 
   D1（定格出力 19kW 以上、37kW 未満） ：2.0（L/h） 
   D2（定格出力 37kW 以上、56kW 未満） ：2.1（L/h） 
④ 「削減原単位」シートの「エネルギー消費量・供給量の設定」の表内の「新開発システ

ムによる削減率」の 2013 年度欄に、通常型機種からの燃料消費量の削減率を入力。 
   ※削減率は、各メーカーから出されているカタログ等に記載されている、通常モー

ドにおける削減率をご参照ください。 
⑤ 「結果表」シートの(1)直接効果の「削減原単位」欄に、1 台あたりの CO2 削減量が算

出されます。 
 
※CO2 削減効果の算出根拠資料を提出する際には、ハード対策事業計算ファイルの「削減

原単位」シート及び「結果表」シートを添付してください。 
※上記の算出方法以外の方法であっても、環境省担当官と協議の上、妥当と認められた方

法であれば、CO2 削減効果として認められます。その場合、算出方法が分かる資料を併

せて提出して下さい。 
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○補助対象車両関係 
 
問 購入を考えている車両が補助対象かどうか知りたいのですが、どうしたらよいでしょ 
うか。 

 
公募要領に補助対象となる型式の一覧表（別表１）を掲載していますので、そちらを御

参照ください。 
 
問 購入を考えている車両と比較見積もりをするための車両の型式を知りたいのですが、 
どうしたらよいでしょうか。 

 
公募要領に掲載している補助対象となる型式の一覧表（別表１）に、比較対象車種の型

式等も合わせて掲載していますので、そちらを御参照ください。 
 

 
問 内示後に導入車両を申請時のものから変更したいのですが、手続きはどうしたらよい

でしょうか。 
 
本事業は、申請内容をもとに厳正に審査を行い、選定を行っていることから、内示後の

主要な申請内容の変更（メーカー変更、使用予定事業者（申請者が自動車リース事業者の

場合）の変更、比較対象機種の車両本体価格など）は、原則できません。 
申請前に十分御検討いただいた上で御応募ください。 
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○補助対象経費・車両価格関係 
 
問 車両本体価格とはなんですか。 

 
標準付属品を装備した国内における車両の本体価格から値引額を差し引いた価格※をい

います。オプション装備類は対象となりませんので、見積書にオプション装備類が記載さ

れている場合は、車両の本体価格とオプション価格が区別されている必要があります。ま

た、納入時整備費用等の諸費用や消費税も含みません。 
なお、見積書に記載する値引額については、必ず車両の本体価格からの値引額とオプシ

ョンからの値引額が分かるものとしてください。 
 
※車両本体価格 ＝ 本体価格（値引き前価格）－ 値引額 

 
問 特別仕様車として導入する場合、車両本体価格はどうなりますか。 
 
 特別仕様車であっても、標準付属品を装備した車両本体価格の価格差を補助対象経費と

して扱います。ただし、特別仕様車が標準仕様車よりも廉価となる場合はこの限りではあ

りません。 
 なお、補助対象車の車両本体価格に特別仕様分の費用が含まれる場合は、比較対象車の

車両本体価格にも同等の特別仕様分の費用が含まれており、車両本体価格の差分が適正に

計算できることがわかる見積書を提出していただくことになります。 
 
問 見積書の発行元及び宛名は誰にすればよいでしょうか。 

 
ディーラーや関連会社など、メーカーから複数社を経由して購入する場合、補助申請者

が最終的に購入する事業者から、補助申請者宛ての見積書等の写しを提出してください。 
 
問 補助事業における利益等排除とはなんですか。 

 
補助事業者が、①補助事業者自身（補助事業者の自社調達）、②１００％同一の資本に属

するグループ企業、③補助事業者の関係会社（②を除く）から調達を行う場合に、補助対

象経費から利益等相当分を排除するというものです。詳しくは、「公募要領のⅢ．補助事業

における利益等排除について」をご覧ください。 
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問 リース事業の場合、利益等排除はどのように扱われるのですか。 
 

リース事業にあっては、リース事業者と機械調達先（メーカー）との資本関係ではなく、

使用予定事業者と機械調達先との資本関係についてのみ着目し、利益等排除の対象かどう

かを判断します。そのため、リース事業者が機械調達先の１００％子会社等であっても利

益排除対象になるとは限りません（使用予定事業者が機械調達先の１００％子会社等であ

る場合は利益等排除の対象となります。）。 
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○購入方法・支払い方法関係 
 
問 割賦で購入したいのですが、補助金は受けられますか。 
 
 小切手、手形、割賦（リース会社の割賦を使う場合を含みます。）等による購入は、補助

金の対象となりません。 
 
問 リースで導入する場合は補助対象となりますか。 
 
 補助対象となります。ただし、補助金の申請はリース会社が行うことになります。 
 
問 リース事業として導入する場合、リース期間になにか制限はありますか。 
 
原則、導入したハイブリッドオフロード車等のリース期間が耐用年数以上であることが

前提となります。 
 
問 レンタルで導入する場合は補助対象となりますか。 
 
いわゆるレンタルにより一時的に当該車両を使用する者は申請者となることができませ

ん（申請者は自動車の所有者である必要があります。）。 
ただし、レンタル事業者がレンタル用の車両として新車購入し、所有する場合、当該レ

ンタル事業者は申請者となることができます。なお、レンタル事業者であっても、当該車

両をリースで導入する場合は、リース会社が申請者となります。 
 
問 どうすれば概算払いを受けることができますか。 
 
 本事業では、事業の性質上、概算払いの適用はありません。 
 
問 「補助事業を完了したとき」とは、どんなときを指しますか。 
 
 補助対象車が補助事業者に納入（所有権の移転を含む。）された時点を、原則、補助事業

が完了したときとみなします。平成 27 年 3 月末日までに補助事業を完了させ、完了した日

から所定の期間内に実績報告書を提出してください。なお、納入時点で調達先への支払い

が完了している必要はありませんが、必ず当該年度内に支払いを完了させてください。 
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○財産処分制限関係 
 
問 補助金を得て購入した車両を手放すことになりました。補助金の返還は必要ですか。 

 
 本補助を受けて購入した車両は、耐用年数の期間にわたって所有し、使用していただく

必要がありますので、耐用年数到達前に売却等を行った場合は、交付した補助金の全部又

は一部に相当する金額を返納していただく必要があります。法定耐用年数は、フォーク・

リフトは４年ですが、ショベル・ローダ等は、使用実態に即した事業により異なります（例

えば総合工事業は６年）。詳しくは交付要綱第 20 条（財産の処分の制限）をご覧ください。 
 
問 補助金を得て購入した車両を海外で使用することはできますか。 
 
 本事業では、日本国内での使用を前提としております。目的外の使用となりますので、

承認申請が必要となり、場合によっては、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額

を返納していただく必要があります。 
 
問 法定耐用年数を超えてから処分等する場合、承認申請は必要ないのですか。 
 
 必要ありません。ただし、処分等に当たっては、導入時に当該車両に明示した「環境省

補助対象事業である旨の表示」は削除していただきます。 
 
問 「環境省補助事業である旨の表示」とはどのようなものですか。 
 
 特に定まった様式はありませんが、補助事業名等を、補助対象車両の外装の見やすい位

置に耐久性のある形で表示してください。 
（表示例） 
平成 26 年度環境省補助事業（特殊自動車における低炭素化促進事業）補助金交付対象車 

 
問 財産処分制限期間内には、処分に係る承認申請の必要があるほか、どんな義務が生じ

ますか。 
 
 交付要綱第 19 条に規定されているとおり、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金

の交付の目的に従って、その効率的運用を図っていただくとともに、実施要領第 8 に基づ

く事業実績（稼働実績及び温室効果ガスの削減効果など）を報告していただきます。 
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○リース事業者の申請関係 
 
問 補助金相当額がリース料の低減に反映されていることは、どのように確認するのです 
か。 

 
貸与料金算定根拠明細書を御提出いただき、車両価格から補助金相当額が控除されてい

ることを確認します。 
 
問 リース契約書には製造番号を明記する必要があると聞きましたが、リース契約時には 
まだ車両が確定していないため、明記することができません。 

 
 一般に、「受取証」や「引渡証」には製造番号が記載されていると思いますので、それら

の書類を後日提出してください。 
 


